資料7
JCD内規（案）
平成25年11月11日

平成23年5月19日
1. JCDと地区診断士会との関係

・JCDは地区診断士会に、その地区の個人会員に関するJCDとの関連で必要な事務業務を委託して実施するものとする。

　　 　地区診断士会が一般社団法人として受託業務を実施する場合は、JCDと依頼者とで契約し、JCDと地区診断士会との間では、全部またはその一部について、実施契約を取り交わし実施する。

2. 地区診断士会の個人会員がJCDの会費支払いについて

・地区診断士会は、4月1日の個人会員数及び会員名を、4月15日までにJCDに報告する。

　　３．受託業務について

　　　・受託業務の契約には、基本単価を基にした見積もりにより受託金額を決定する。
　　　　　　　　　　　　　・地区診断士会が業務を受託する場合は依頼者と本部が契約し、必要に応じて業務の

　一部または全部を地区に再委託する。　

する

４．定時社員総会での議決権所有者について
　４月１日在籍の学術会員、正会員に議決権が与えられるので、地区診断士会は4月１日在籍者リスト（住所，メールアドレスを含む）を4月15日までにメールにてJCDに知らせる。
　　５．地区診断士会の役員等の変更について

　　　・地区診断士会の事務局の住所、電話番号、メールアドレスが変更した場合には、速やかにJCD事務局に連絡する。

　　　・地区診断士会の会長、副会長、事務局長が交替したり、所属、住所、電話番号、Emailアドレス等を変更した場合には、速やかにJCD事務局に連絡する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上）
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